
（平成２３年３月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認函館地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

函館厚生年金 事案 210 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成17年12月15日に支給された賞与について、標準賞与額

（50万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立てに係る標準賞与額の記録を50万円に

訂正することが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 17 年 12 月 

平成 11 年６月 1 日から 18 年３月 31 日までの期間においてＡ社に勤

務していたが、21 年８月に送られてきたねんきん定期便を確認したと

ころ、17 年 12 月に支給された冬期賞与に係る記録が無かった。 

申立期間に係る支給明細書を所持しているので、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人から提出された平成 17 年 12 月分の冬期賞与に係る支給明細書に

より、申立人は、申立期間において、Ａ社から賞与の支払を受け、50 万円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。  

 また、当該支給明細書には、賞与の支給日が記載されていないが、当該

事業所の回答及び申立人の供述内容から判断すると、申立期間に係る賞与

の支給日は、平成 17 年 12 月 15 日であると認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出し

ておらず、保険料も納付していないと回答していることから、社会保険事

務所は申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

函館厚生年金 事案 211 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成 15 年９月及び 16 年５月を 50 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年９月から 17 年４月まで 

    私は、申立期間においてはＡ社に勤務していたが、同社に係る給与支

給明細表を確認したところ、標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を上

回る保険料額が給与から控除されていたので、標準報酬月額の記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人

が所持する給与支給明細表、事業主が保管する賃金台帳及び健康保険被保

険者標準報酬決定通知書により確認できる報酬月額及び保険料控除額から、

平成 15 年９月及び 16 年５月は 50 万円とすることが妥当である。    

   なお、申立人の申立期間のうち、平成 15 年９月及び 16 年５月に係る上

記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主は、「平成 15 年９月から 16 年８月までの期間については、

申立人の標準報酬月額を 47 万円として届け出たが、標準報酬月額 50 万円

に相当する保険料を控除していたものと考えられる。」と供述しているこ

とから、事業主は給与支給明細表等により確認できる報酬月額及び保険料

控除額に見合う標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

   一方、申立期間のうち平成 15 年 10 月から 16 年４月までの期間及び同

年６月から 17 年４月までの期間については、前述の給与支給明細表等に

より確認できる報酬月額及び厚生年金保険料の控除額に基づく標準報酬月

額は、いずれもオンライン記録により確認できる標準報酬月額を上回らな

いことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 

 

 



                      

  

函館国民年金 事案 258 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 11 年２月から 13 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年２月から 13 年３月まで 

私は、申立期間以前にも免除申請手続を行ったことがある。 

申立期間についても、会社を退職した際に、国民年金の加入手続、

保険料の免除申請及び健康保険の任意継続の手続を行ったので、申立

期間の国民年金保険料が免除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、平成 11 年２月 21 日に厚生年金保

険の被保険者資格を喪失し、13 年４月１日に再度同保険の被保険者資格

を取得しているところ、12 年８月 21 日付けで国民年金の第１号・３号被

保険者取得勧奨の対象者に該当し、13 年５月 24 日付けで未加入期間国年

適用勧奨の対象者に該当していることが確認できることから、申立人は、

この時点まで国民年金の加入手続を行っておらず、申立期間は未加入期間

であったことが確認できる。 

また、申立期間当時の申請免除制度は、免除が承認される場合、申請日

の属する月の前月から承認されることとなるが、前述の未加入期間国年適

用勧奨の対象者に該当した平成 13 年５月 24 日の時点で国民年金の加入手

続及び免除申請を行ったとしても、制度上、申立期間に遡って免除は承認

されない。 

さらに、申立期間において、申立人に別の手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示

す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料が免除されていたことをうか



                      

  

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 



函館厚生年金 事案 212 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37 年４月１日から 37 年９月 30 日まで 

私は、昭和 37 年４月１日から同年９月 30 日までの期間においてＡ作

業員としてＢ市に勤務し、退職後は、Ｄ事業所に勤務した。 

Ｂ市Ｃ局に勤務した期間の厚生年金保険の被保険者記録が無いことか

ら、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年４月１日から同年９月 30 日までの期間において勤

務していたとしているところ、Ｂ市Ｃ局が保管する人事関係資料から、同

年３月５日から同年９月 10 日までの期間において、申立人がＥ職及びＦ職

として同市Ｃ局のＧ課Ｈ係に勤務していたことが認められる。 

   一方、前述の人事関係資料に昭和 37 年９月 10 日退職の記載が認められ

る上、Ｉ共済組合に係る年金加入期間の確認結果により、申立人は同日に

同共済組合の組合員資格を取得していることが確認できることから判断す

ると、申立期間のうち、同年９月 11 日から同年９月 30 日までの期間にお

ける勤務実態は認められない。 

また、Ｂ市は、「申立期間のうち、昭和 37 年３月５日から同年４月 30

日までの期間は試用期間であり、申立人はＥ職として勤務していた。」と回

答しているところ、申立人が名前を挙げた同僚の一人は、「私は、Ｂ市Ｃ局

に昭和 37 年４月から 58 年までの期間において勤務した。私は、採用から

２か月間は試用期間とされ、Ｅ職として勤務した。私のＪ共済組合の加入

記録は、昭和 37 年６月からとなっており、Ｅ職であった期間の厚生年金保

険の被保険者記録は無い。」と供述している。 



さらに、Ｂ市は、「申立期間のうち、昭和 37 年５月１日から同年９月 10

日までの期間は、申立人はＦ職として勤務しているが、Ｆ職とは正職員で

あり、当該期間はＢ市職員退職給与条例が適用されたので、給与から厚生

年金保険料を控除していなかった。正職員としての勤務期間が６か月以上

20 年未満の場合は、Ｂ市職員退職給与条例により退職一時金が支給され

た。」と回答している。 

加えて、申立人と同時期にＡ作業員として勤務したとしている同僚３人

のうちの一人は、「私は、昭和 37 年３月初めから 43 年３月までの期間にお

いて勤務した。」、一人は、「私は、昭和 37 年３月初めから 39 年３月頃まで

の期間において勤務した。」、一人は、「私は、昭和 37 年４月頃から３年間

において勤務した。」と供述し、いずれの同僚も、「私がＢ市Ｃ局Ｇ課に勤

務した期間の厚生年金保険の被保険者記録は無い。私は、退職時にＢ市か

ら退職一時金が支給された。」と供述しているところ、当該事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿により前述の同僚を含む同僚４人の氏名

は記載が無いことが確認できる。 

その上、前述の被保険者名簿を確認したが、申立期間において申立人の

氏名は記載が無く、整理番号に欠番が無いことから申立人の記録が欠落し

たとは考え難い。 

   このほか、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立期間における厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 


